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１．はじめに
　厚生労働省は「団塊の世代が75歳以上となる2025
年へ向けて，高齢者が尊厳を保ちながら，重度な要
介護状態となっても，住み慣れた地域で自分らしい
暮らしを人生の最後まで続けることができるよう」
地域包括ケアシステムの実現を推進している1）．地
域包括ケアシステムとは「住まい，医療，介護，予防，
生活支援が，日常生活の場で一体的に提供できる地
域での体制」とされ1），その実現に向け，2005年の
改正介護保険法において，「地域密着型サービス」2）

が導入された．地域密着型サービスは「尊厳のある
ケア」をテーマに，高齢者が地域で生活を維持しな
がら「その人らしい暮らし」ができるように支援す
ることを目指しているとされる．例えばその中の小
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要　　　約

　厚生労働省は2005年の改正介護保険法によって，高齢者の地域での生活を支援するために，地域密
着型サービスの一つとして小規模多機能型居宅介護サービスを導入した．このサービスは高齢者が地
域で生活を維持しながらその人らしい暮らしができるように支援することを目指しているとされてい
る．その人らしい暮らしの具体的なあり方は個人差や地域差が大きく，各地域の特徴や個人の特性に
あった支援があるものと考えられる．そこでその人らしい暮らしの支援の考察にむけて，本稿では，
地域における高齢者支援に関する先行研究レビューを行う．先行研究では，大規模施設での隔離的な
高齢者支援に対する批判的な見解から，コミュニティ・ケアの制度的な提案と小規模ケアサービスの
事例研究が展開される．コミュニティ・ケアの先行研究では，近隣地域住民のインフォーマルな支
援活動を重視し，ケアの質を高めることを強調するが，インフォーマル・フォーマル両方の支援の組
み合せを各地域の特色に合わせて構築することが課題となっている．1990年代に入って，小規模ケア
を実践するグループホームや宅老所に関する事例研究が多く見られる．これらの研究では，小規模ケ
アの実践を居住空間・ケア環境，ケアの質の評価，ケアの地理的範囲等の側面から事例を検討してい
る．以上の先行研究では，要介護者やサービス利用者の視点に立った考察は少ないが，ようやく最近
になって高齢者本人を直接調査対象とした研究が萌芽的に見られるようになった．参与観察や傾聴な
どによって利用者の声や行動を把握する研究方法は，地域で暮らす高齢者のその人らしい暮らしとそ
の支援の考察に不可欠であると考えられる．

規模多機能型居宅介護サービスでは，通所・訪問・
泊りという多様な形態で高齢者の在宅生活を支援す
る．こうした小規模ケアサービスは，従来，施設で
の大規模集団のケアと認知症高齢者へのケアの質を
問題視した宅老所・グループホームによって提供さ
れてきた．上記の小規模多機能型居宅介護サービス
は，宅老所・グループホームの実践を取り入れて，
厚生労働省が制度化した形となっている．
　そもそも「その人らしい暮らし」の支援とはどう
いうものなのか．厚生労働省は「その人らしい暮ら
し」の支援の定義はおこなっていないが，高齢者へ
の尊厳のあるケアを目指すための評価項目の中で，
「その人らしい暮らし」の支援に関する内容に3分
の2近くを費やしている．例えば，「その人らしい暮
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らしを続けるためのケアマネジメント」の項目では，
支援している施設が利用者の「一人ひとりの生活の
把握」ができているのかどうかを評価する．また「そ
の人らしい暮らしを続けるための基本的な生活の支
援」の項目では，「身だしなみやおしゃれの支援」
ができているか，「本人の嗜好の支援」が努められ
ているかについての評価がされている．
　しかし，このような評価基準で決められた支援と
は別に，それぞれの高齢者の持つ社会的・文化的文
脈に即した“その人らしい暮らし”の支援もあるの
ではないだろうか．例えば，その高齢者が生まれ育っ
てきた地域の特色や高齢者個人の特性にあった“そ
の人らしい暮らし”とその支援があるだろう．また，
その高齢者ならではの生活歴や生活様式を反映した
“その人らしい暮らし”を維持するための支援も考
えられる．さらに“その人らしい暮らし”そのもの
の多様性を尊重した支援も考えられる．実際の支援
現場では，標準化された支援に加えてこのような個
別・具体的な支援が行われているはずである．
　そこで本稿では，厚生労働省がいう「その人らし
い暮らし」の支援については「その人らしい暮らし」
と表記し，地域での多様で個別の支援の実践には“そ
の人らしい暮らし”と区別してカッコを異なる表記
とする．筆者は，後者のような地域や高齢者個人の
特性にあわせた支援が具体的にどのように実践され
ているのかを考察していこうと考えている．その前
段階として，本論文では，地域における高齢者支援
に関する文献のレビューを行い，当該分野の先行研
究における議論を整理し，今後の課題を明らかにす
る．
　地域における高齢者支援に関する文献を，学術論
文の検索サイト CiNii で「地域」「高齢者支援」「地
域密着型」のキーワードを使って検索すると125論
文がヒットした．この125論文を分類すると，地域
福祉・地域活動・地域コミュニティをテーマとする
論文が44本，グループホームや宅老所の居住空間・
環境に関する論文が34本，ケア技術や支援の方法に
ついての研究論文が22本，老人福祉法や介護保険法
の制度説明と法律に関する論文が11本，その他の論
文が14本であった．本研究では，これらの論文の文
献リストに挙げられている関連文献も対象に含め，
43本の文献をレビューした．なお，ケアの技術的内
容についての研究，老人福祉法についての説明，施
設の分類については本論文の趣旨と異なるためここ
では取り扱わない．
　これらの文献を精査すると，地域における高齢者
支援に関する研究の多くは，高齢者をそれまで住ん
でいた地域から離れた施設に入所させ，ケアをする

という従来の隔離的な支援に対する批判から始まっ
ている．高齢者が住み慣れた地域で生活することを
支援するという発想の転換から地域ケアが重要であ
るとし，小規模施設を中心としたケア実践が事例と
して検討されている．さらに時系列で検討すると，
日本の地域における高齢者支援の研究は3つの時期
に分けることができる．第1期は，1970年代の地域
福祉論が注目した在宅福祉サービスの構築に関する
制度的な研究である．これらは主にイギリスのコ
ミュニティ・ケアに注目し，その考え方を日本での
地域福祉に導入し，近隣地域の組織化の提案を行っ
ている．第2期は，1990年代の地域コミュニティ活
動と宅老所やグループホームに関する事例研究であ
る．これらの研究は，主に1980年代から活発になる
地域における住民参加型福祉によるコミュニティづ
くりの実践と，地域での小規模ケアに焦点を当て，
ケアの質を検討している．第3期は，2000年代の小
規模ケアの制度化に伴うケアの質とケア技術の検証
に関する研究である．これらの３つの年代区分は，
次に述べる先行研究レビューの３つの区分と密接に
関係している．
　以上の年代的な流れとその内容を検討した結果，
本稿では地域における高齢者支援に関する研究を3
つに分けてレビューする．第1はコミュニティ・ケ
アの視点からの研究，第2はグループホームや宅老
所の事例研究，第3は要介護者や小規模ケアの利用
者を対象とした研究である．以下，これら3つを順
にレビューし，今後の課題を明らかにする．

２．先行研究
２. １コミュニティ・ケアの視点からの研究
２. １. １コミュニティ・ケアへの着目
　イギリスで政策として活用されているコミュニ
ティ・ケアを早くから日本での地域福祉論と重ねて
紹介したのは，岡村重夫の『地域福祉論』である．
コミュニティ・ケアは1950年代から1960年代にかけ
て注目を集めた．その特徴は，障害者や高齢者を隔
離施設から地域に移行させ，地域において普通の生
活をするためのケア制度を形成して行くプロセスに
ある．岡村は，日本の地域福祉とコミュニティ・ケ
アを同義として考えており，支援が必要な人たちが
在宅で多様なサービスを利用して生活を維持するこ
とを可能にする在宅サービスと，社会福祉協議会や
民生委員・児童委員などの地域ボランティアの活動
の2つをコミュニティ・ケアと定義している3）．岡
村によると，コミュニティ・ケアは個人の持つ個別
的ニードに応じて，適切な個別サービスを提供する
ために，個別的ニードを早く正しく把握し，発見す
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ることが必要である．また，岡村はコミュニティ・
ケアにおいて，ソーシャルワーカーやボランティア
は周辺化されている人々を地域において見守る重要
な役割をもつと見ている．岡村はコミュニティ・ケ
アの利用者を，精神障害者，老人，心身障害者，子
どもの４つに分けて，それぞれに対応した具体的な
サービスの詳細をまとめている．老人に対するコ
ミュニティ・ケアサービスについては，ソーシャル
ワーカーが利用者との信頼関係を持ちながら，公私
サービスの調整者として利用者の隣人や知人との関
係を把握し，利用者を地域のグループ活動に参加す
るように勧めるなど多様な活動を行うことを提案し
ている．他にも岡村は，地域でのボランティアの組
織化や「家庭奉仕員」（ホームヘルパー）の充実な
どが必要であると主張した4）．
　岡村がコミュニティ・ケアを提案した時期は「福
祉元年」と呼ばれ，この時に社会保障・社会福祉制
度の整備拡大はピークを迎えた．しかし，寝たきり
老人や痴呆症老人の問題が報告され，高齢者を抱え
る家族介護の深刻な状況が社会問題化し，家族に依
存した介護の限界が明るみに出た5）．岡村は家族介
護の限界については言及していないが，福祉利用
者の生活がコミュニティに包摂され，家族だけでな
く多様な専門家やボランティアのかかわりによって
実現されると提案した．しかしながら，岡村のコ
ミュニティ・ケア論は在宅サービスの充実とそれを
支援する地域隣人組織の体系化の提案であり，その
人らしい暮らしの実現にとって重要な利用者のニー
ドを個別にどうくみ取るのかという点については，
ソーシャルワーカーの力量とその役割，そしてボラ
ンティアによるインフォーマルケアの提案だけで終
わっている．
２. １. ２　日本型コミュニティ・ケア
　その後の日本における地域福祉論では，岡村の理
論的枠組を用いて，より実践的にコミュニティづ
くりや福祉コミュニティに関する研究が進められ 
る6-8）．この中で，右田はイギリスのコミュニティ・
ケアの体系を参照に，日本での在宅福祉の制度的な
問題点を指摘する．右田は，日本では1980年代の在
宅福祉サービスの実施は社会福祉法人に委託されて
きたため，多様なサービスの提供に限界があると指
摘する9）．また，右田は，在宅福祉の基本的特徴は「脱
施設化」と「地域社会でのケア供給システムの確立」
であるが，「在宅での自立的生活ができる水準には
達していない」10）と現状システムの量と質の不足
を指摘した．
　平野は，1980年代から独自に認知症ケアを行って
きたグループホームや宅老所の実践を「日本型コ

ミュニティ・ケア」11）と呼ぶ．さらに平野は，行
政が地域交流拠点財政補助政策によって小規模ケア
事業の地域運営拡大を誘導した例から，小規模ケア
事業者が積極的にまちづくりをけん引し，地域福祉
活動の主力11）になると評価している．同じように
川島は，個別の支援と地域組織化を包摂した新たな
コミュニティ・ケア論の必要性を提案している．と
りわけ川島は，フォーマルとインフォーマルな資源
がつながり，地域のセーフティネットワークが構築
され，それが多様な個に対して，もれなく地域につ
なぎとめて支援するという「個へのケア」に注目を
している12）．
　1990年代には，地域での自発的・積極的な活動が
盛んになり，住民参加型福祉活動が地域コミュニ
ティにおいてみられるようになった．社会学者であ
る奥田は，積極的に活動し始めた定年退職男性たち
を福祉コミュニティの新しい担い手13）として期待
し，こうした人たちの積極的なボランティア活動に
よるコミュニティの活性化を評価している．奥田は
これらの事例を，まちづくり型の地域福祉の具体的
な実践例とみなし，自発的・積極的な地域での活動
が住民参加型福祉として，コミュニティ・ケアの主
要な原動力となり得ると述べている．
　他方，イギリスの社会学者であるバルマーは，イ
ギリスのシーボームレポート（1968年）やバークレー
レポート（1982年）の中で強調されてきた，コミュ
ニティを基礎としたケアを批判的に見ている．彼は，
コミュニティという用語はどういう背景であれ「よ
いもの」「好ましいもの」という意味として使われ，
その具体的な内容は議論されてこなかったと指摘す
る．また彼は，インフォーマルケアに内在するアン
ペイドワーク問題についてのフェミニスト†1）らの
批判的議論を取り上げ，コミュニティ・ケアはイン
フォーマルなケアの役割を担っている人たち，特
に女性の家庭での無償のケアに依存しすぎであり，
そうしたインフォーマルケアへの政策的配慮が欠け
ていることを問題点として挙げている14）．しかし彼
はインフォーマルなケアをただ否定しているのでは
ない．彼は，インフォーマルな社会的ネットワーク
が，コミュニティに住むケアの必要な人々の生活の
質を向上させることに注目し，インフォーマルケア
はフォーマルケアの単なる代替ではなく，政策では
コミュニティにおけるインフォーマルケアとフォー
マルケアの組み合わせの方法を具体的に提示するべ
きであると指摘した15）．
２. １. ３　当事者運動から市民参加型福祉へ
　日本において，福祉サービスの質の改善は，最近
まで住民や当事者が主体となって地域での福祉事業
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を発展させてきた実践的運動によるところが大き
い．渡辺は，地域ケアシステムの形成には戦後の当
事者による３つの「福祉協同運動」が大きな影響を
与えているとまとめている16）．それは，①1950年代
後半の就学前児童を持つ両親らによる「共同保育所
運動」，②1960年代後半の障害者による「共同作業
所運動」，③1980年代以降の家族や施設関係らによ
る介護拠点づくりの運動としての「宅老所運動」で
ある．これらの運動の共通点は，その時代背景に福
祉体制の貧しさや行政の対応の遅れから始まったと
いうことである．そうした行政対応の遅れに対して
の「要求主体」として当事者・関係者・住民が力を
寄せ合い，自分たちの求めているケアシステムを形
成し，全国に広めたと，渡辺は述べている17）．
　こうした当事者運動に加えて，太田は，1990年代
に入り人口の高齢化による「介護の社会化」の流れ
と2000年の介護保険制度の導入は，サービス提供者
中心のサービスから利用者がサービスを選択するこ
とができる利用者主体を促進させ，地域ケアシステ
ムの再構築に大きな影響を与えたと指摘する18）．
　これらとは違う視点から，上野千鶴子は『ケアの
社会学』において，従来の社会福祉で活用されてき
た「自助・互助・共助・公助」という枠組みを拡大
し，福祉供給システムとして「官・民・協・私」の
4セクターを提案する．4セクターとは，公における
ケアの社会化，民における市場，家族による私的な
領域でのケア†2）に加えて，協セクターとして非営
利団体のケアサービスという4つの領域からのサー
ビス提供をさす．上野は，家族内での権力や資源に
不均等があることから，家族介護は「私的な領域」
で行われるが，決して自らの生活を支え維持するこ
とを意味する「自助」ではないとみる．さらに上野は，
これまで互助とされてきた住民参加やコミュニティ
活動などの担い手によって行われる活動と，非市場
型の共助組織，有限会社・株式会社等の法人を含む
小規模ケアサービスを協セクターと定義する．つま
り，より広義で多様な活動団体による相互扶助や共
助システムをさして，協セクターと呼ぶ．中でも市
民を担い手とする非営利事業体を上野は「市民事業
体」と総称し，互助・共助組織であっても，市場で
の価値や価格を考慮したサービスの提供を行い，そ
こで社会資本形成を目指す活動に上野は注目してい
る．上野はとりわけ協セクターの活動を，従来の地
域における互助による住民参加型福祉とは異なる
「市民参加型福祉」として評価している19）．上野の
いう市民参加型福祉では，例えばサービス利用者と
その家族，および従来の大規模施設などのケアサー
ビスに疑問を持った看護師や介護職員が当事者とし

てNPOを立ち上げ，それに賛同する「市民」が有償・
無償ボランティアとして積極的に介護サービス事業
に関与する．こうした積極的な役割を持つ市民は，
当事者が具体的に「どういう介護とサービスがほし
いか」を考案し，サービスを提供する．こうした取
り組みには，介護保険の枠外サービスも含まれるた
め，フレキシブルにケアが提供されると上野は述べ
る20）．
　他方，上野は，こうした「質の良いケア」はケア
ワーカーの低い労働条件と過大な献身によって支え
られているため，こうしたケア労働を「不完全に商
品化された労働力」21）とし，従来からの介護労働
市場の問題点を指摘する．上野は，イギリスのメア
リ・デイリーの「ディーセント・ワーク論」で主
張されている，①ケアの価値は尊重されるべきこ
と，②ケアは労働として取り扱われるべきこと，③
ケアはジェンダー公正の立場から配分されるべきこ 
と22）という，ケア労働の再評価を支持する．そし
てケアを相互行為としてとらえる中で，これまでの
「ケアをそれ自体で『よきもの』とする規範性」を
疑問視し，ディーセントな労働としての評価が介護
労働に必要である23）と主張している．
　上野が事例研究で挙げている協セクターの市民事
業体は，いずれも小規模であり，官の主導ではない
事業体である．そこでは，利用者の満足度が高く，「質
の良いケア」を提供しているという．上野によると
「質の良いケア」は，「意志の高い」有償ボランティ
ア，無償ボランティアたちによって提供され，こう
した「意志の高い人たち」や将来の展望をもってこ
の職に入った人は，たとえ賃金が低くても質の高い
ケアを提供するという24）．しかし，このような協セ
クターでの「意志の高いボランティア」の働きは，
上野が批判する，ケアを「よきもの」とする規範に
当てはまり，アンペイドワークの再生産を促進して
いるとも考えられる．また，こうした協セクターで
のケア実践の実情は，行政による地域のインフォー
マルケアへの依存とよく似た状況を形成していると
もいえる．
　コミュニティ・ケアに関する先行研究についてま
とめると，日本において福祉サービス利用者が地域
で暮らしていくための制度の提案が1970年代から地
域福祉論の中でされている．また，コミュニティに
おける活動に注目した研究では，「福祉協同運動」
を高く評価している．そこでは地域での自発的な当
事者による住民参加型活動が地域ケアコミュニティ
の発展に大きく影響を与えた．そして2000年の介護
保険導入後に，ケアサービス提供には市民を担い手
とする非営利事業体である「市民事業体」が参入し
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た．市民事業体は互助・共助組織であっても，市場
での価値や価格を考慮し，利用者に多様なサービス
の提供を行う．当事者主体の福祉を提唱する上野は，
従来の互助による住民参加型福祉よりも，広い意味
の協セクターを形成した「市民参加型福祉」の方が
利用者主体を推し進めたケアサービスを提供してい
るとみている．
　コミュニティにおけるインフォーマルな活動に行
政が依存していることが先行研究では批判され，
フォーマルケアの代わりとしてコミュニティ・ケア
政策を進めるのではなく，インフォーマルケアとの
組み合わせを検討することが提案されている．コ
ミュニティ・ケアは，地域における高齢者の“その
人らしい暮らし”の支援の重要な供給源の１つであ
るが，フォーマルなケアとの組み合わせが必要であ
り，地域の特性と資源にあわせて構築する必要があ
ることを先行研究から読み取ることができる．

２. ２　�グループホーム・宅老所の取り組みに関す
る事例研究

　グループホームや宅老所は，1980年代半ばから全
国各地で始まった草の根の取り組みであり，法律で
規定されていない方法で高齢者，特に認知症高齢者
へのサービスを行ってきた．宅老所・グループホー
ムは，大規模施設では落ち着けない，あるいは施設
では受け入れてもらえない認知症高齢者に，少しで
も安心して過ごしてもらいたいと願う介護経験者や
元介護職員・看護職員などによって始められた．大
規模施設では問題行動のある困った利用者という烙
印が押された認知症高齢者も，宅老所ではお茶を飲
んだり談笑したりと，落ち着いて過ごす姿が見ら
れるという25）．こうした独自の取り組みをしている
グループホームや宅老所に関する事例研究は，主に
1990年代から始まり，それらはグループホームや宅
老所の個別のケアサービスに着目している．これら
の事例研究の内容は，個々の事業所の居住空間・ケ
ア環境に着目したもの，ケアの質と評価について考
察したもの，そしてケアの地理的範囲について検討
したものに大別できる．以下，この分類ごとに整理
する．
２. ２. １　居住空間・ケア環境に関する事例研究
　高齢者が落ち着いて自宅で生活するような居住空
間を持つ小規模なグループホームは，工学の分野か
ら注目を浴びている．外山義は，北欧で展開されて
きた個別性を重視した高齢者住宅の在り方を日本の
グループホームで発見する．外山は，大型施設での
高齢者は生活しているとはいえず，プログラムによ
る管理的なケアが実施されていると指摘する26）．他

方，居宅介護サービスは，高齢者の在宅生活を朝・
昼・晩・夜にそれぞれ30分間程度で支援するという
「点」的なサポートであり，特に認知症高齢者ケア
では充分ではないという27）．認知症高齢者には管理
的ではなく，居宅介護サービスの「点」的な支援で
もなく，「24時間の生活を線的なケアニーズ」28）に
応じて支援するサービスが必要であるとし，そうし
た対応ができるのはグループホームであると外山は
主張する．彼はグループホームを「住宅でもないし
施設でもない」が，利用者にとっては「住まいであ
ると同時に専門のスタッフが24時間いる施設でもあ
る」29）として，在宅と施設の双方の課題を乗り越
える可能性を秘めた居住形態とみる．
　厳らは，グループホームの構造とその空間利用に
注目して，入居者が場所やスタッフとなじんでいく
過程を検証し，ケア環境が認知症高齢者に落ち着き
をもたらすことを明らかにしている．また，厳らは
利用者の地域における行動のパターンや場所に着目
し，グループホームの立地が郊外ではなく，住宅地
にあると利用者の外出行動が可能になり，フレキシ
ブルなケア環境であることを指摘している30）．
　林らはグループホームでの利用者の住まい方につ
いて事業者を対象にインタビュー調査を行い，利用
者のプライバシー確保や各部屋のトイレの設置の有
無等を調べている31）．しかしながら，グループホー
ム等のアメニティの質がケアの質をどれほど決定づ
けているかについては検討していない．
　グループホームや宅老所の居住空間・ケア環境に
着目した事例研究の多くは，個別の対応を行うこと
により，利用者がどういう状態におかれ，ケア環境
が利用者にどういう影響を与えているのかの検討を
行っている．これらの事例研究は，グループホーム
や宅老所が利用者の行動を制限せず，他者とのかか
わりを生むことが可能なケア環境であることを指摘
している．居住空間やケア環境は，利用者の“その
人らしい暮らし”の支援を考察する上で欠かせない
要素と言えよう．
２. ２. ２　�グループホーム・宅老所のケアの質と評

価に関する研究
　グループホームや宅老所の小規模で多様なサービ
ス提供の役割が注目される中で，厚生労働省はグ
ループホームや宅老所の量的整備をはかるととも
に，こうした小規模ケアが高齢者への個別のケアを
どのようにおこなっているのかという，ケアの質の
検討を高齢者介護・認知症対策全体の最重要課題32）

としている．事業者のサービスの質の向上と，利用
者がサービスの内容を把握しやすいようにすること
を目的として，福祉サービス第三者評価が各事業所
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に義務づけられている．この福祉サービス第三者評
価は，福祉サービス事業者の提供するサービスの質
を，公正・中立な第三者評価機関が専門的・客観的
立場から評価を行い，各小規模多機能居宅介護事業
所等で個別ケアができているかどうかを検討する機
能を持っている．評価は年に一度行われ，その結果
は独立行政福祉医療機構の「福祉保健医療情報ネッ
トワーク（WAMNET）」33）で公表されている．そ
の評価表には「Ⅳ．その人らしい暮らしを続けるた
めの日々の支援」という項目があり，その中で「そ
の人らしい暮らし」という言葉が利用者個人の生活
を尊重する支援の基準として多く用いられている†

3）．
　ケアの質の評価が制度化される中で，評価基準を
主軸として地域密着型サービスの質のあり方を検討
する研究が2000年以降増加している．例えば，飯盛
は評価の結果から「サービスができているグループ
ホーム」と「サービスができていないグループホー
ム」が公表され，数値だけで事業所のサービス内容
が評価される傾向にあること34）を懸念している．
飯盛はサービス評価についての改善点を指摘する
が，評価については，利用者や家族がケアの質を検
討する機会を持つことができるものとするにとど
まっている．こうしたケアサービス評価の研究は，
個別の利用者のニーズに沿ったサービスの評価であ
るかどうかについての研究ではない．個別ケアを重
視すべきとしながらも，あらかじめ厚生労働省が設
定した基準に基づいたケアサービスの検討と言える
だろう．評価基準は，事業所が提供するケアの質が
一定の基準を満たしているかどうかを測る方法とし
て有効と考えられるが，“その人らしい暮らし”の
個別性の把握や，それを実現する支援の方法等は十
分に検討されていない．
　ケアの質に関するその他の研究では，サービス提
供者の質の高さがサービスの質に影響を与える35,36）

といった分析もされている．介護労働の実情を問題
とする天田や春日は，小規模ケアは介護職員への負
担を大きくしていると指摘する37,38）．春日は，小規
模ケアやユニットケアの導入は介護職員にコミュニ
ケーション能力や高度なケア倫理を要求し，ケア労
働の内容を複雑化し高度化させると指摘する．また，
介護賃金は上がらず，労働条件が改善されないため
にケア労働者が離職し，ケアの質が下がることを問
題視している39）．
２. ２. ３　ケアの地理的範囲
　グループホームや宅老所の事例研究における3つ
目の領域は，ケアの地理的範囲を検討するものであ
る．地域包括ケアシステムでは，利用者の住まいを

中心に介護・医療・生活などの支援者が30分でかけ
つけ，支援を実現するための範囲として，日常生活
圏域（たとえば中学校区や小学校区という領域とさ
れる）でのケアが推進されている．しかし以下に述
べるように，利用者の日常生活圏域と国の想定する
それとではズレがみられ，また，日常生活圏域での
ケアを望まない利用者も存在する．
　ケアの地理的範囲に焦点を当てて地域密着型サー
ビスを質的に研究している西尾は ,「地域密着型サー
ビスは，地域に密着し，小規模である良さを活かし
た介護資源の新しい枠組みであり，切り札としての
期待が寄せられている」40）と評している．西尾はサー
ビス事業所の活動を分析する中で，地域という地理
的条件（中学区）と「なじみの関係」の構築につ
いての分析を試みる．西尾は，調査対象のサービス
事業所がその地域の昔の暮らし・文化を継承しなが
ら地域社会とのつながりを重視したケアを提供して
いると評価している．しかしながら西尾は，日常生
活圏域として採用されている中学校区は行政の区切
りであり，沖縄などの場合離島の人々も含まれ広範
囲であることから，なじみとはいえない状況でもあ 
る41）と指摘する．このように西尾は行政の考える
地域の範囲と人々の関係がある場所とのずれを明ら
かにした．同様に，地域密着型サービス利用を「市
町村で区切るのではなく，その人の生活圏で考えて
ほしい」42）というサービス圏域の柔軟性を求める
利用者の声もある．
　他方，「住み慣れた地域」での介護は望ましいが，
日常生活圏域は人によってかなり広域の生活圏†4）

でもあるとの指摘が，劉と上和田の報告からされて
いる．彼らの研究では，ケアサービスを利用する場
所は，必ずしも利用者の視点からではなく，家族か
らの視点を優先した場合もあると指摘される．また，
利用者自身が居住する地域とは違う地域でケアサー
ビスを利用したいと希望する場合もある．こうした
声をくみ取ると，ケアの領域は広域化し，地域での
「なじみの関係」の継続や，地域資源の活用とそれ
に伴う住民と小規模ケア事業所の協働は難しい43）．
　サービスの規模が小規模であるからといって必ず
しも地域との交流があるわけではないという指摘を
する研究もある．小林は，町の中心にグループホー
ムがあるからといって，すべてのグループホームが
地域交流し，地域のケア拠点となっているわけでは
ないと外部評価の結果から指摘している44）．その理
由は，事業所が入居者のプライバシー保護を重視し，
そのことが地域住民との交流の抑制となっているこ
とにある45）．多くのグループホームや宅老所は町の
中にあり，コミュニティに開かれたケアの拠点とし
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て事例研究で紹介されているが，必ずしもすべてが
コミュニティの中心的なケア拠点とはいえないこと
になる．
　以上で見てきたように，グループホームや宅老所
の事例研究では，利用者の行動を制限せず，専門ス
タッフが24時間いる居住空間として小規模ケアの在
り方を評価している．グループホーム・宅老所のケ
アの質に関する研究では，標準化された評価基準に
基づいて小規模ケアでのサービス内容を検討してい
るが，こうした研究は個別性を尊重した“その人ら
しい暮らし”の支援の質を検討するには不十分であ
ると考えられる．ケアの地理的範囲を考察する事例
研究では，行政の想定する「日常生活圏域」と利用
者のそれや，利用者が希望するケアの地理的範囲と
のずれが指摘され，より柔軟で広範囲のケアの検討
が必要であることが提案されている．これらの事例
研究は，高齢者の“その人らしい暮らし”の支援に
おいて重要な要素を提案している．しかし，その多
くは利用者よりも利用者以外の声やケア環境等から
ケアの質を検討するものであり，“その人らしい暮
らし”の支援にとって重要な高齢者本人の視点から
の検討が十分なされていない．

２. ３　�要介護者およびサービス利用者を対象とし
た研究

２. ３. １　�その人らしさを中心とするケアへのパラ
ダイム転換

　コミュニティ・ケアを早くから導入してきたイギ
リスでは，特に認知症の人たちに対する社会の理解
と対応を1990年代にパラダイム転換させ，「その人
らしさ」を重視した支援が進められてきた．イギ
リスの認知症研究者であるトム・キトウッドは，
認知症高齢者の支援を介護者や家族の視点だけで
考察するのではなく，当事者の視点から理解する
「Personhood，その人らしさ」を重視したケアを
提唱した．
　キトウッドによると，従来の医学モデルは認知
症の人たちを脳の構造的障害を持つ人たちとし，
「アルツハイマー病：治療なし，助けなし，希望な 
し」46）として扱ってきた．社会や医学モデルは認
知症の人たちを，問題行動を起こす人たちとして対
応してきた．そうした対応が，さらに認知症の人た
ちの生活や症状を悪化させてきた46）とキトウッド
は指摘する．そこで彼は，これまでの医学モデルと
は違う，新しいケアの方法として「その人らしさ」
を中心としたケアの方法を提案する．キトウッドは，
認知症の人たちへの「前向きな働きかけ」を行って
いるケアの事例や反対に「よくない状態」や「扱い」

をしてきた事例研究等のデータをもとに，認知症の
人たちを取り巻く社会的側面と社会心理的環境は，
認知症の人の神経の状態とその回復に大きく影響を
与えることを明らかにした．
　キトウッドは，こうしたケアの現場での研究や，
個別の経験を取り上げる事例研究が報告されること
は，社会の認知症の人々への理解とその対応を変化
させると述べている．彼は，これまでの認知症ケア
の古い文化（医学モデルを中心とした精神医学にお
ける疎外と隔離）から新しい文化（その人を中心と
したケアと社会的包摂）への理論上・構造上のパラ
ダイム転換の必要性47）を提案する．そして彼は，
こうしたパラダイム転換には，今後より多くの事例
やケアの実践を取りあげた研究が必要である48）と
述べている．
　キトウッドが注目してきた「その人らしさ」を中
心にしたケアの事例のナラティブの使い方には問題
があるという指摘もある。例えば一人の人生におけ
るイベントから認知症の原因とその症状の進行を
判断するという方法は推測的でありバイアスがあ 
る49）と指摘されている．また，あまりに相互的関
係性を強調しており，家族のケア役割に重点を置き，
家族と認知症の人たちとの関係が固定化されてい 
る50），と批判がされている．
　しかしながら，1990年代にキトウッドが提案した
認知症ケアのパラダイム転換と「その人らしさ」を
中心にした認知症ケアは重要である．キトウッドの
著作である“Dementia Reconsidered”を翻訳した
高橋は，「Personhood」を「その人らしさ」と訳し，
利用者の個別性の尊重を日本語で表現している．高
橋は，宅老所・グループホーム全国ネットワーク研
究員として小規模多機能ケア実践の理論と方法を提
案している51）．こうしたキトウッドの「その人らし
さ」を中心としたケアの視点は，日本での小規模多
機能ケア研究やグループホーム・宅老所の実践者の
提案を経て，厚生労働省が重視している「その人ら
しい暮らし」の支援の視点に影響を与えているもの
と推察される．
２. ３. ２　�要介護者およびサービス利用者を対象と

した研究
　これまでの研究で，利用者を直接調査対象とした
ものは非常に少ない．上野は，介護する側と介護さ
れる側の関係の不均衡な関係があり，介護される者
は声を上げにくいことを指摘し，介護保険法が導入
され，サービス利用は制度的に利用者主体となった
ものの，実質的には利用者主体となっていないこと
を批判している52）．受け身の立場であり，介護者に
負い目のようなものを感じている被介護者が，提供
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される介護に対して不満を持っていても，文句を言
いにくい状況である．そうした中で，高齢者は介護
される側として声を上げないまま，ケアの質の問題
が家族や介護者から指摘され，ケアサービスが改善
されてきた．福祉サービスの主体的利用者の当事者
性を強調してきた上野は，「要介護者である高齢者
はいるが，彼らはニーズの『当事者』にまだなって
いないのである」53）と指摘する．
　こうした背景から，高齢者支援の質を考察する研
究でも，ケアの利用者である高齢者より家族，ケア
労働者そして施設に議論が集中してきたといえる．
その一因には方法論上の問題があるとされている．
例えば「高齢社会をよくする女性の会」は，高齢者
の声を政策に反映させるために，これまで多くの
アンケート調査を実施してきている．しかし，要介
護状況の高齢者から聞き取りをする技法・方法論が
確立されていない54）として，これまで主に要介護
者よりも介護者や家族を対象とした調査を行ってき
た．また，日本認知症グループホーム協会も，認知
症高齢者に直接面接調査やアンケートを行うことが
認知症の人たちとって多大なストレスになる55）等，
直接調査の困難さを指摘していた．
　その後，両団体は，近年要介護者と認知症高齢者
が増加している中でケアの質とその向上を図りたい
という動機56）から利用者の調査を実施した．高齢
社会を良くする女性の会は，介護度の低い介護保険
利用者と家族を対象とした調査を実施した．そのア
ンケートの自由記述には「自分にどう気をつかって
くれているのか」57）等という利用者からの声が記
述されている．しかし調査結果報告からの提案や提
言には，介護者の質を上げることに内容が集中し，
“その人らしい暮らし”の実現にとって重要と考え
られる利用者の声についての検討はされていない．
　また，認知症グループホーム協会も，グループホー
ムの生活単位が利用者に及ぼす影響について，管理
者，職員，利用者を対象としたアンケート調査を実
施している．しかしながら，利用者に対するアンケー
ト項目はサービスニーズを聞くのではなく，グルー
プホームの利用がどう利用者の状態に影響するのか
を把握するために，「入居時の状態」と「現在の状態」
を聞き取るという内容であった58）．この調査は利用
者の状態を把握したが，利用者の望む支援内容等に
ついて把握するものではない． 
　ここに挙げたサービス利用者への調査からは，ア
ンケート調査という調査方法とその設問設定の制約
が浮き彫りになる．これらの調査では，利用者自身
が調査内容や設問を把握して回答しているのか不明
である．さらに，利用者の健康状態や認知症障害度

によって，調査結果の内容が違ったものになるもの
と考えられる．それゆえか，これらの調査では利用
者自身の思いを把握しようとしていない．こうした
アプローチでは，ケア提供者側の視点で一方的に
サービスの質の検討がされる恐れがあり，“その人
らしい暮らし”を実現するために利用者がどのよう
なケアサービスを望んでいるかをくみ取るには情報
が不十分である可能性がある．
　これに対し，例えば以下の調査では，利用者側に
焦点を当て，利用者の思いやニーズの把握を行って
いる．天田は認知症高齢者を対象としたエスノグラ
フィーによる調査によって，認知症高齢者が老い衰
えることを本人の個人的な現象として理解するだけ
ではなく，日常的に介護する人たちとの関係とその
変化として見る．そして本人や家族がどれだけ老い
ることを認識し，どのように対応しているのかをま
とめている59）．この研究は，認知症高齢者が希望す
るケアやケアの質について直接検証したものではな
いが，認知能力に障害がある人たち本人の発言に耳
を傾け，当事者が老いることをどうとらえているか
を分析し，そこから家族や介護者との相互関係を把
握する．
　また，六車は民俗学の視点から認知症高齢者施設
の利用者の話を聞き取ることによって，ケアの実践
の一つとしての傾聴を，高齢者のライフヒストリー
を聞き取る調査の手法として提案する．六車は傾聴
によって「利用者の気持ち，思い，心の動き」から
利用者の「隠された気持ち」を深読みするという介
護技術におけるコミュニケーションの方法とは別の
方法を提案する．六車によると，相手の言葉そのも
のを「聞き逃さず」書きとめることによって，相手
の生活や文化を理解するという民俗学における聞き
書きの手法が，認知症の利用者とのかかわりと会話
を成立させるという60）．
　阿保は認知症高齢者施設における参与観察から認
知症の人たちを「社会の網目の中に生きる人間」と
称し，たくましく，想像力に満ちた生活をしている
人たち61）と認識する．そして彼らの「生活世界」
における仮の関係性（入居者同士）とそこでのやり
取りを阿保は「より根源的な第二の生き方」62）と
みる．阿保は，支援者側の基準で認知症の人たちの
会話や行動を判断するのではなく，認知症の人たち
の世界を支援者が理解することを提案する．
　日本における高齢者の研究ではないが，居宅介護
サービスが充実しているフィンランドでの高齢者の
一人暮らしを，高橋63）は人類学の視点から自立に
着目して参与観察により研究している．この研究で
は，自立生活を尊重し，利用者のケアニーズを満た
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しながらホームヘルパーが利用者の生活へ介入して
いる在宅介護のあり方が示されている．そこでは自
立もまた他者から支えられ，他者とつながって継続
していることが提示されている．高橋は高齢者の在
宅サービスの利用の例から，自立と依存は対立する
ものではなく，相互補完的なものであることを指摘
している．
　この他，西野・桑木は小規模ケアサービスを利用
する高齢者の生活行動と地域の共助の環境的特性を
明確にするために，利用者の行動観察を行っている．
この調査では，利用者の意思に基づいて介護者たち
が付き添いを行い，利用者の希望を優先させたケア
を記録している．認知症高齢者の個々の日常生活を
観察することによってニーズを把握する64）という，
より踏み込んだ研究といえる．
　ここで取り上げた研究は，小規模ケアの利用者で
ある認知症高齢者を調査対象として，直接に話を聞
く，対象者のストーリーを聞き書きする，行動を参
与観察するという質的調査方法を取り入れ，これま
で困難とされていた認知症高齢者本人の認識や行動
を把握している．こうした質的調査方法を取り入れ
た研究は，要介護者たちを特別なケアを必要とした
対象者としてのみ見るのではなく，日常生活者とし
て見ており，そこから対象者のニーズと対象者の周
りの人たちとの関係を読み取ろうとしている．こう
した視点は，高齢者の“その人らしい暮らし”の支
援の考察にとって重要であると考えられる．

３．おわりに
　以上，地域における高齢者支援に関する先行研究
をレビューしてきた．まず第１に，コミュニティ・
ケアの視点からの研究では，日本で福祉利用者が在
宅生活を維持することができるコミュニティ体系の
提案から始まり，当事者やその家族，意識の高いボ
ランティアによる市民参加型福祉が検討された．し
かし，こうしたコミュニティでの活動をよきものと
し，ボランティアに依存して支援の質を高く維持す
ることを想定したコミュニティ・ケアはあまりにも
理想的であるとの批判もある．福祉利用者の多くが
望む在宅生活を可能にすると考えられているコミュ
ニティ・ケアは，行政の福祉財源の削減とケア供給
主体の「とり込み化」65）の一つであるとの指摘も
ある．在宅生活を望む利用者を支えるためには，イ
ンフォーマルケアとフォーマルケアの両方の組み合

わせを，各地域の特色や住民に合わせて考察するこ
とが必要であることが，レビューから明らかになっ
た．
　第２に，地域での高齢者支援の実践を，ケアの質
を中心に考察したのが，宅老所・グループホームに
関する事例研究である．これらの事例研究は，小規
模ケアサービスにおけるケアの質を居住空間や環
境，ケアの質の評価，ケアの地理的範囲から検証し，
個別の支援の実践を示した．これら事例研究では，
在宅と施設ケアの双方の課題を乗り越えた居住形態
や，日常生活を支援する宅老所などの柔軟なケア環
境は，個別に対応することができる質の高いケアを
実現するものとして紹介される．指標化されたケア
基準によって小規模ケアの質が検討される一方，地
域での個別性を重視したケアはまた，「なじみの関
係」や利用者の日常生活圏域という視点でも検討さ
れている．こうした事例研究での事業所の個々の取
り組みと多岐にわたるケアの質の検討から，小規模
サービスで提供されているケアはよいケアとされな
がらも，その内容を個々の要介護者やサービス利用
者がどうとらえているのかは明らかにされていな
い．高齢者の個別の生活を支援するためには，利用
者の声や行動を把握することが必要である．
　第３に，人類学や民俗学の分野で発展してきた研
究方法である参与観察や聞き書き等の研究方法を
使って，利用者の声や行動を理解しようとする研究
がある．これらの研究は，認知症高齢者を福祉利用
者というケアの受け手として見て直接調査対象から
はずすのではなく，生活者としてとらえている．こ
うした研究方法は，まず高齢者の“その人らしい暮
らし”をそのまま把握し，本人と支援する人たちの
関係も含めて，何が「その人らしさ」を中心とした
ケアに必要であるのかを提案するために重要な方法
であると考えられる．
　先行研究では，ケア制度の量的整備や標準化から
ケアの質や個別化を問う研究に重心がシフトしつつ
あり，高齢者それぞれの生活に即した支援のありよ
うがより問われていると言えよう．しかしまだ多様
性に富んだ高齢者の視点からの“その人らしい暮ら
し”の支援について明らかにした研究は少ない．こ
れらの研究をふまえて，高齢者の“その人らしい暮
らし”の支援とは何かを探究するには，利用者の視
点を重視した調査を採用し，支援の質とそのあり方
を包括的に検討することが必要であるといえる．
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注
†１）�イギリスにおけるフェミニストの家事労働論争は，育児と介護を無償で見えないアンペイドワークとして位置付

け，このアンペイドワークはどういう制度から女性に押し付けられたのかを問うた．
†２）�上野はあえて，福祉ミックス論は「『私』領域を概念化し，家族を福祉のアクターとして明示的に可視化する」

としている．このことは，たとえケアの社会化が進んでも，従来の「自助」の範疇にいれられてきた家族による
ケアは多様な形で存在することを示唆している．

†３）�評価表は5つのカテゴリーに支援内容が分類されており，「Ⅳ．その人らしい暮らしを続けるための日々の支援」
には中カテゴリーとして「１．その人らしい暮らしの支援」「２．その人らしい暮らしを支える生活環境づくり」
の２つがある．「１．その人らしい暮らしの支援」のカテゴリーには29項目の生活に関する詳細な評価基準，「2．
その人らしい暮らしを支える生活環境づくり」のカテゴリーには7項目の施設アメニティに関する詳細な評価基
準項目がある．

†４）�ここでいう「生活圏」は右田氏の使う生活権を実施する「生活圏」とは違い，生活の場の範囲として使用されている．
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Abstract

　In the recent welfare policy for the elderly in Japan, there is a tendency to stress the importance of supporting 
“each elderly person’s own way of living”. In order to consider such support, which is supposed to be realized in 
a community, this paper reviews literature regarding the support for the elderly in local communities in Japan. 
The discussion on the support for frail elderly in the community was started by a critical view on the institutional 
care system. Research on community care emphasizes the importance of the voluntary activities of local people 
of the community to improve the quality of care; however, we suggest that it is important to examine a suitable 
combination of informal and formal care for each community. While a numerous number of case studies on 
group homes and daycare have been conducted since the 1990s, very few of them focus on elderly people’s own 
perspectives. We suggest that more exploration of the elderly’s narratives and behavior is necessary in future 
research for the consideration of the support for “each elderly person’s own way of living”.
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